
個人投資家の証券投資に関する意識調査
（概要）

平成20年11月

日本証券業協会

【調査概要】
①調査地域：日本全国
②調査対象：20歳以上の証券保有者
③サンプル数：2,045（うち、回収1,051）
④調査方法：郵送調査
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１．証券投資の現状
○個人年収、世帯年収

３００万円未満,

50.5
３００～５００万円

未満, 31.3

５００～７００万円

未満, 9.6

無回答, 2.5

７００～１０００万円

未満, 3.3

１０００万円以上,

2.6

【個人年収】 【60歳以上の年収】

個人投資家自身の年収は、300万円未満が42.8％と最も高く、約７割（67.3%）が
「年収500万円未満」である。
なお、60歳以上で見ると、300万円未満が半数であり、全体の8割超（81.8％）が

「年収500万円未満」を占める。

(％）
(％）

１０００万円以上,

5.8

７００～１０００万

円未満, 10.1

５００～７００万円

未満, 13.9

３００～５００万円

未満, 24.5

３００万円未満,

42.8

無回答, 2.9
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2．証券、株式の保有額

,

無回答, 1.1 １０万円未満, 1.8

１０～５０万円未
満, 7.3

５０～１００万円未
満, 10.8

１００～３００万円
未満, 25.2

３００～５００万円
未満, 16.7

５００～１０００万
円未満, 16.5

１０００万円以上,
20.6

証券の保有額は、「100～300万円未満」が25.2％と最も高く、約８割（78.3％）が
保有額1,000万円未満である。
株式の保有額は、「100～300万円未満」が31％と最も高く、７割超（73.5％）が保

有額500万円未満である。

【証券保有額】 【株式保有額】
(％）

(％）

１０～５０万円
未満, 9

５０～１００万
円未満, 14.7

１００～３００万
円未満, 31

３００～５００万
円未満, 15.6

５００～１０００
万円未満,

13.3

１０００万円以
上, 12.8

１０万円未満,
3.2
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め
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当

金
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分
配
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利
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を
得
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た

め

株
主

優
待

を
得

る
た

め

そ
の

企
業

等
を

応
援

す
る

た
め

証
券

投
資

を
通

じ
て

勉
強

を
す

る
た

め

そ
の

他

無
回

答

３．証券購入（保有）の目的

証券購入（保有）の目的は、「配当金、分配金、利子を得るため」、「長期の資産運
用のため」の割合が高く、「老後の生活資金のため」が続いている。

（複数回答）

(％）
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４．証券の保有状況

70.7

52.4

36.8
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外
国

投
資

信
託

証券保有者の70.7％が株式を保有し、
52.4％が投資信託を保有している。
投資信託では株式投資信託が63.5％

と最も保有率が高い。
また、証券保有者のうち36.8％が公社

債を保有しており個人向け国債（変動
10年、固定５年）の保有比率が高い。

（複数回答）
（複数回答）

（複数回答）

(％）

(％）

(％）
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１年以上, 84.2

～１年, 15.6

無回答, 0.1

５．株式の投資方針と平均的な保有期間

その他, 3.2 無回答, 0.1

概ね長期保有,
53.3

配当を重視, 10.1

特に決めていない,
25.2

短期間に売却, 8.1

多くの個人投資家が長期保有を投資方針としている。こうした個人投資家が、株式を
長期にわたって保有し、その利益を長期間享受できる税制措置が必要である。
実際の保有期間を見ても、１年以上が全体の84.2％を占めている。

【株式の投資方針】 【平均的な所有期間】 【詳細内訳】
1日 0％
～1ヶ月 0.9％
～３ヶ月 2.4％
～６ヶ月 3.1％
～1年 9.2％

【詳細内訳】
～３年 18％
～５年 19.1％
～７年 5.9％
～10年 10.6％
10年以上 30.6％

(％）

(％）
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６．証券投資で得たインカム・ゲイン、キャピタル・ゲインの使途

【証券投資で得たキャピタル・ゲインの使途（複数回答）】【証券投資で得たインカム・ゲインの使途（複数回答）】

インカム・ゲインの使途は、「貯蓄」や「再投資」以外にも「家族との食事等」や「生活費
の足し」にも回っている。

(％） (％）
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７．金融所得課税の一体化について

無回答, 4.6

わからない, 57.8
損益通算の拡大
は必要ない, 12.6

損益通算の拡大
は必要, 25

62.4

61.6

29.3

35.7

2.3

8.4

0 10 20 30 40 50 60 70

公社債の利子や取引からの損益

公社債投信の分配金や取引からの損益

デリバティブ取引の損益

預貯金の利子

その他

わからない

損益通算の範囲については、「わからない」の比率が高いが、拡大を求めない意見よりも、
拡大を求める意見の方が多い。拡大対象としては、「公社債の利子や取引からの損益」
や「公社債投信の分配金や取引からの損益」を求める意見が多い。

【損益通算が必要と感じる金融商品】（複数回答）○ 金融商品の損益通算の範囲の拡大について

(％）

(％）


